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研究成果の概要（和文）：本研究を通じて、中国企業が驚異的なコストダウンを武器に省エネルギー・環境分野におい
て台頭している現状、そして元々は海外企業の技術に依存していた状況から近年急速なキャッチアップを可能としたの
は政策と市場競争のバランスを上手く組み合わせた制度設計、オープンな部品調達およびイノベーションシステムとい
った企業戦略、技術的基盤が一定程度蓄積されている国有企業の存在が要因として指摘できることが明らかとなった。
我が国企業は技術レベルは中国企業よりも依然優れた面があるが、中国市場、ひいては第三国市場に対しては設備製品
を売り込むよりも中国企業のオープン戦略に適応してサプライヤーとしての参画が有効と考えられる。

研究成果の概要（英文）：This research analyzes the background for emerging Chinese enterprises in energy 
savings and environmental market by competitive advantage of reducing price. The factors contributing for 
catch-up by Chinese enterprises in such a short period include 1) well-designed institution with balance 
between policy and market competition, 2) open strategy of Chinese enterprises for parts supply chain and 
innovation, 3) accumulated technology basement of state owned enterprises. Japanese enterprises still 
keep technology advantage for the time being, but it is more appropriate for Japanese enterprises to be 
involved in Chinese green market as part supplier and innovation partner, not as exporter of Japanese 
products, considering open strategy of Chinese enterprises.

研究分野： 産業経済論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 近年、中国において省エネルギー・環境
対策が急速に進展している。注目すべきは、
その対策技術が当初は日本を含む海外から
の技術導入にもっぱら依存していた状況か
ら始まったものの、わずか数年の期間で中国
の国内企業が技術の国産化に成功するよう
になっている点である。その事例は、排煙脱
硫装置、風力発電設備、太陽光電池、高効率
石炭火力発電と枚挙にいとまがない。そして
国産化の過程において先進国企業ではなし
えなかった驚異的なコストダウンに成功し
（排煙脱硫装置の場合、8 割のコストダウン）、
国内での普及を促進することに大きく寄与
している。そして国内への販売に止まらず、
最近は海外への輸出も始まり、日本を始めと
する先進国企業の世界市場における競争相
手として台頭しており、その価格競争力は大
きな脅威と言える。 
(2) こうした中国の台頭に直面し、我が国企
業は大きなジレンマに直面している。という
のも、国際エネルギー機関（IEA）の予測に
よれば、2005 年から 2030 年にかけて増加す
るエネルギー需要の 3 分の 1 程度を中国一国
が占め、また現状の対策の進展状況も鑑みれ
ば、今後省エネルギー・環境分野の主力市場
は中国になることが確実であるためである。
中国市場の攻略が今後の省エネルギー・環境
ビジネスの成否を分けるカギとなる。しかし
中国企業のキャッチアップにどのように対
処するべきか、多くの日本企業が頭を悩ませ
ており、明確な戦略を持つことができている
企業はほとんどないのが現状であると思わ
れる。 
(3) なかには、中国企業のキャッチアップを
警戒し、中国市場を敬遠しようという意向の
企業もいる。しかし中国市場を断念すること
は今後の成長市場の 3 分の 1 を放棄すること
に等しいばかりでなく、残る 3 分の 2 の市場
についても価格競争力で勝る中国企業がシ
ェアを侵食してくる可能性が高い。どのみち、
自らの生産ネットワークに中国企業を組み
込むことなしに我が国の企業は将来の国際
競争力を維持することができないのではな
いかと懸念するところである。なぜなら技術
は現場の中で進化し、革新が生まれるもので
あり、だとすると日本が今後も引き続き、グ
リーン・イノベーションで世界最先端水準を
維持していくためには、今後の主力市場とな
る中国市場においてシェアを獲得すること、
それが現場を確保することにつながる絶対
的必要条件だと考えるためである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、中国で省エネルギー・環

境対策が急速に進んでいる背景として中国
企業自身が対策技術の担い手として台頭し
ている事実に注目し、急速なキャッチアップ

と特にコストダウンによる競争優位の確立
がどのように可能になっているのかを実証
的に明らかにすることである。本研究プロジ
ェクトは、研究代表者が過去に実施した排煙
脱硫装置に関する研究を土台にして、同様に
中国企業が海外技術を吸収、キャッチアップ
して国産化に成功したケーススタディを更
に増やすとともに、理論的検討を加え、中国
の技術受容・技術改良・技術革新に関わる制
度体系を明らかにしようとするものである。 
具体的には風力、高効率石炭火力、原子力、

石炭化学をケースに政策と市場の制度設計、
セットメーカーと部品サプライヤーの関係、
技術レベル引き上げの具体的施策などの分
析を行う。分析を踏まえて、日本企業が中国
市場でどのような技術戦略を取るべきかに
ついての具体的な提言を行うことを目指す。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は元々アンケート調査と現地研究
者の日本への招聘を中心的な研究方法とし
て想定していた。しかしながら申請直前に中
国全土で発生した反日暴動に端を発した日
中関係の極度の悪化から研究の進展は大き
な影響を受けることとなった。 
当初計画していたアンケート調査は中国

国内で締め付けが厳しくなり、内諾してくれ
ていた協力機関が協力を見合わせたいとの
旨を早々に伝えてきたため断念せざるを得
なくなった。同様に海外研究者の招聘につい
ても日本との関係を深めることに躊躇する
候補者が多く（習近平政権の反腐敗運動では
海外に滞在すること自体があらぬ疑いを受
ける、という状況でもあった）、結局実施で
きなかった。そのため、研究方法を申請内容
から大幅に見直さざるを得ず、研究代表者が
中国でフィールドワークを行い、インタビュ
ーによって必要な情報を得るという方法に
変更した。その結果、当初想定よりも時間を
要することとなり、1 年間研究期間を延長さ
せて頂くこととなった。 
しかしながら自ら地道にフィールドワー

クを行い、インタビューを行ったことで（中
国企業はインタビュー受入に消極的態度を
示すなど実施には相当の困難があったが）、
仮説検証型の調査では得ることが難しい、新
たな仮説につながる気づきを少なからず得
ることが出来た。一例として、申請時には計
画になかった石炭化学をケーススタディ対
象として取り上げたことが挙げられる。石炭
化学が中国国内で急速に発展をしている事
実をフィールドワークの際に知り、予備調査
的にヒアリングを重ねた結果、石炭化学の基
礎技術は欧米やロシアの技術を基盤としつ
つも、大規模な商業化については中国以外で
はほとんど実現されてこなかったという点
に関心を引かれた。中国が海外からほぼ完成
された技術を導入し、それを国産化するとい
う意味でのキャッチアップを指す他のケー



ススタディ対象技術と異なり、石炭化学はそ
の商業化プロセス自体を中国が牽引してい
る事例ということになる。 
他にもフィールドワークにおける気づき

を受けて新しい視点として研究成果に反映
することとなった事例は複数ある。他方、ア
ンケート調査が実施できなかったことで、実
証面で結論の一般性がやや弱くなった点は
否定できない。ケーススタディを詳細に煮詰
めることで、一般的に敷衍できる結論を得る
べく努力した。 

 
４．研究成果 
 
(1)中国企業の急速なキャッチアップを可能
にした重要な要因として産業政策の役割が
指摘できる。例えば、風力については、図 1
の通り、中国国内の風力発電設備導入量の急
増と軌を同一にして、国内メーカーのシェア
も急拡大している。図が示す通り、2004 年ま
で極々低いシェアに止まっていた中国企業
がわずか 5 年程度で新規導入シェアの大半を
占めるに至った背景には、中国政府による財
政を投じた風力導入プロジェクトの推進が
あった。しかもそうした国家プロジェクトに
関しては納入設備の国産化率を設定し、海外
メーカーを実際上排除することで、国内メー
カーの育成を行った。産業政策が立ち上がり
時期に確実に市場を提供することで企業に
とってのリスクを低減する役割を果たした。 
 
図 1 中国の風力発電設備導入量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所）『風力発電発展研究報告』各年版 
 
(2)しかし産業政策よりも重要な要因として、
企業間の激しい競争を促す制度設計がなさ
れていた点が注目される。再び風力を例に取
れば、ドイツや日本が採用した、再生可能エ
ネルギーによる電力を一定価格で全て買い
取る制度（固定価格買取制度：FIT）ではな
く、全体の買取量を政府が決め、具体的な買
取価格と供給者は競争（入札）で決定する制
度（再生可能エネルギー 利用割合基準：RPS）
を採用した点が挙げられる。FIT と異なり、
RPS は企業にとってはリスクが高くなるが
（FIT は導入量が予想よりも大きくなる形で
電力会社、ひいては国民がリスクを取る形）、
企業は競争に打ち勝つため、低コスト化を進
め、結果として海外企業に対する競争優位を
確立することとなったのである。風力、そし
て太陽光において激烈な競争が企業間で展

開されたのと多少異なるが、高効率石炭火力
や原子力についても複数の有力な国有企業
が相互に受注競争を繰り広げてきた点が指
摘できる。大国である中国は巨大な市場を産
業政策によって立ち上げた上で、巨大な市場
規模を活用して企業間の競争と各社の規模
の経済性の両立を実現しており、それが急速
なキャッチアップを可能にしている。 
 
(3)セットメーカーが主要な部品であっても
内製化することにこだわらず、オープンな調
達を行っていることもキャッチアップには
有効であった。表 1 の通り、風力発電設備に
ついて、中国メーカーと世界トップメーカー
であるヴェスタス以下の海外メーカーとの
間で部品調達の面で大きな違いがあること
が見て取れる。海外メーカーは部品の内製化
を進めており、多くの部品を自社製としてい
るのに対し、中国メーカーは部品のほとんど
外部サプライヤーからの調達に頼っている。
こうしたオープンな調達システムによって、
セットメーカーは自ら開発するよりも時間
を短縮し、自らの競争優位（品質と価格のバ
ランス）に照らして最適な部品を選択するこ
とができたのであった。またこのシステムの
重要な点として、部品サプライヤーも相互に
競争に晒され、コストおよび品質面で向上を
目指す強いインセンティブが存在している
という点である。またサプライヤーが特定の
技術に特化していることで技術レベルの向
上スピードが加速されているという面も見
逃すべきではない。 
 
表 1 風力発電設備メーカーのサプライヤー
関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（出所）高虎・王仲穎・任東明編著（2009）
『可再生能源：科技与産業発展和知識読本』
化学工業出版社、王正明 （2010）『中国風電
産業的演化与発展』江蘇大学出版社より作成 
 
(4)過去の計画経済期に基盤が構築された国
有企業が技術的に重要な部分を提供してお
り、キャッチアップのスタートレベルをかさ
上げしている。特に機械産業における国有企



業の存在が非常に重要であり、上の表 1 に示
された風力発電設備の部品サプライヤーの
多くが国有の重工業企業である。原子力につ
いては更に明瞭で、2000 年代以降の原子力に
対する政府の姿勢が転換して以降、表 2 が示
す通り、急速に国産化率の向上が進展してき
た。それを可能にしたのが部品供給の面で基
盤技術を有する国有企業の存在であった。一
例を挙げれば、圧力容器や蒸気発生器のよう
に高い強度が必要な鍛造品を生産する中国
第 1 重型機械集団である。水圧プレス設備を
2006 年より開発し始め、従来世界の圧力容器
の 8 割のシェアを押さえてきた日本製鋼所の
設備能力を超えることとなっている。巨大な
装置設備であり、かつ買い手が原発という非
常に集中した構造において、日本国内はもち
ろん欧米諸国における新規の原発建設の不
透明性を考えれば、日本製鋼所が更なる能力
拡張のための投資に踏み切るリスクを負う
ことは相当に困難と考えられる。他方、中国
第 1 重型機械集団は建設中の原発建設プロジ
ェクトの 4 分の 3 に参加しており、この安定
した市場にしっかりと軸足を置いて、今後も
競争力強化につながる投資を果敢に続けて
いくものと考えられる。この事例はキャッチ
アップ過程において、海外の先行企業に対峙
した際に、国有企業を活用することの強みを
表すものだと言えよう。 
 
表 2 中国の原発建設コストと国産化率 

着工年 炉型 出力 国産化率
投資額
（億元）

kW当たり
投資額
（元／kW）

嶺澳2期 2006 CPR1000 108 70% 266 24,630
紅沿河1期 2007.8-2009.8 CPR1000 432 60% 486 11,250
寧徳1期 2008.2-2010.9 CPR1000 324 75% 512 15,802
秦山1期拡張
（方家山）

2008.12-2009.6 CNP1000 216 80％以上 269 12,454

陽江1期 2008.12 CPR1000 648 80% 700 10,802

海陽1期 2008.12-2010.6 AP1000 250
1号機：43％
2号機：56％

400 16,000

三門1期 2009.4-2009.12 AP1000 250
1号機：30％
2号機：50％

401 16,040

昌江1期 2010.4 CNP600 130 75％以上 190 14,615
防城港1期 2010.7 CPR1000 216 87% 260 12,037  

（出所）海外電力調査会資料などより作成 
 
(5)中国が最先端を走る技術についてはオー
プンイノベーションシステムを採用してい
る。今回ケーススタディ対象として追加した
石炭化学について、主要企業のヒアリングを
通じて判明したことは、他の技術については
海外技術を基礎に改良（多くの場合、コスト
ダウン）を加えるというキャッチアッププロ
セスであったが、石炭化学の場合、ラボレベ
ルの基礎技術こそ海外の研究を参考に出来
るものの、大規模な商業化については中国自
らが技術開発を進めていかざるを得ない状
況であった。その際、業界団体の技術交流会
を通じた外部企業との連携や傘下の研究所
がインターネットを用いての技術開発プロ
ジェクト形成など、日本企業と比較するとか
なり積極的なオープンイノベーション戦略
を採用していることが分かった。これは先に
述べた部品調達の外部調達が多いという点

と中国企業の経営戦略（企業文化）を反映し
ているという点で共通している。もちろん外
部企業に部品供給やイノベーションを依存
することのデメリットとして、自社製品の差
別化が難しくなり、同質化競争に陥りがちと
いう点がある。そして実際、中国ではそうし
た状況がしばしば観察されるが、競争構造が
失われず持続することで中国企業の優位性
が高まる好循環が確保されているものと考
えられる。 
 
(6)本研究を通じて、中国企業が驚異的なコス
トダウン能力を武器に省エネルギー・環境分
野においても台頭してきている点、急速なキ
ャッチアップを可能としたのは政策と市場
競争のバランスを上手く組み合わせた制度
設計、オープンな部品調達およびイノベーシ
ョンシステムといった企業の経営戦略、技術
的基盤が一定程度蓄積されている国有企業
の存在が要因として指摘できることが明ら
かとなった。我が国企業は省エネルギー・環
境分野では中国企業よりも優れた技術水準
を有しているが、本研究で採り上げたケース
スタディでは、中国市場に食い込むことがで
きていない。我が国企業がフルセット型の内
製を重視する経営スタイルであることが影
響していると考えられる。中国企業はオープ
ン戦略を採っていることより、日本企業も自
らの技術をそのまま売り込む戦略よりもサ
プライヤーとして参画するなど、中国企業の
戦略に適応した上で実利を追求した方が望
ましいと考えられる。省エネルギー・環境対
策の市場は日本国内では拡大が望めず、投資
を維持していくことも困難である一方、中国
市場は今後も大幅な拡大が確実で世界最大
の市場でもある。我が国企業がグリーン・イ
ノベーションにおける優位性を維持、強化す
るためにも中国市場戦略を企業は位置づけ
る必要がある。 
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